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2017年、国連教育科学機関（UNESCO）は、

世界の海洋科学の現状を評価した「世界海洋

科学報告書（Global Ocean Science Report）」を

発表した。そこでは海洋科学を「物理学、生物

学、化学、地学、水界地理学、健康科学、社会

科学、および、工学、人文学など、海洋を研究

するすべての研究領域、および、人と海の関係

に関する学際科学」と定義している（UNESCO, 

2017）。このように今や海洋科学とは、自然の

機序を深く鋭く追及する個々の自然科学分野

（物理学、生物学、化学、地学など）を超え、人

文社会科学や学際研究をも含めた新たな科学で

あることが求められている。それゆえ「国連海

洋科学の10年」においても、海と社会のつなが

りをあらためて包括的かつ科学的に理解してい

くことが必須である。

たとえば2030年までの活動の出口にあたる

「私たちの望む海（�e Ocean We Want）」では、

1．きれいな海、2．健全で回復力のある海、3．

生産的な海、4．予測できる海、5．安全な海、6．

万人に開かれた海、7．夢のある魅力的な海、と

いう7つのイメージが提示されている。しかし、

その具体的な中身を考えてみると、たとえば1

の「きれい」や2の「健全」が何を意味するのか

は、社会によって考え方は様々である。4の「予
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測」では何を優先的に予測すべきなのか、5の

「安全」は何に対する安全なのか、これらも地理

的条件や地域のニーズによって決まるであろう。

7にある、「海の魅力」のとらえ方は、文化や価

値観により、あるいは世代などにより、まった

く異なるかもしれない。これらの違いを科学的

に整理し理解した上で、その違いを尊重し、多

様な「私たちの望む海」を科学的に実現していく

ためには、自然科学や工学のみでは不十分で、

人文学や社会科学も重要な役割を果たす。

たとえば、日・韓・中・露・加・米の北太平洋

6か国において、海から得られる福利（Wellbeing）

を心理学の手法を援用して比較したところ、基

本的な構造は各国に共通するものの、個々の項

目（たとえば「豊かな生活の基本物資」、「健康」、

「安全」、「良好な社会関係」など）の重みや優

先順位は、国によって異なることが示唆された

（Hori and Makino, 2018）。さらにまた、同じ国

の中であっても、海の利用のしかたによって人

びとの関心は違なる。そこで人文社会科学の出

番である。たとえば、沖縄の石西礁湖を利用す

る様々なセクター（漁業、観光業、海運業、環

境NGOなど）が、どんなサンゴ礁と魚介類に

関心があるかを比較分析した研究では、セクター

による志向の違いを整理したうえで、自然再生

に向けた地域の合意形成に必要な知見の方向性

を示している（法理ら、2017）。社会の分断を

あおるのではなく、合意形成を支援するために、
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人文社会科学を統合することで海洋科学の可能

性は広がる。

このような、海と社会の関わりに関する多様

性を前提としたとき、特に日本は、アジア太平

洋海域の特徴を活かした貢献を行うことが重要

であろう。まず、漁業・養殖業の生産量や消費量、

就業者数などの面でこの海域が世界の水産業の

中核であることに鑑みれば（UN FAO, 2020）、

水産科学分野における貢献が重要である。たと

えば、この海域における水産業の持続可能性を

強化するためには、沿岸海域において多数の零

細漁業が多様な漁具を用いて幅広い魚種を採捕

していること、それを国民の主要なたんぱく質

源として活用していること、地域に多様な食文

化があること、などを前提とした科学的知識が

必要だろう。また、地震・津波などの自然災害や、

赤潮、公害・沿岸の埋め立てなど人的要因によ

る環境破壊、第五福竜丸や福島第一原発事故な

どの放射能汚染など、日本のこれまでの苦しい

経験から教訓や知恵を抽出するとともに、アジ

ア太平洋諸国にわかりやすい形、使いやすい形

で、広く情報共有・発信していくことも大切で

ある。さらに、深海探査や衛星画像解析、AI、

ICT、燃料電池やゼロエミッション船舶などを

はじめとする日本の最新技術を、途上国の社会

的ニーズに応じて提案していくことも有効であ

ろう。

「国連海洋科学の10年」の使命は、SDG14

（海洋と海洋資源を持続可能な開発に向けて保

全し、持続可能な形で利用する）の達成に向け

て「人びとと海をつなぎ、持続可能な開発のた

めにTransformative Ocean Science（変革的海洋科

学）による解決を促進」することである。そこで

は、新しい海洋科学のプロセスについて二つの

キーワードが提示されている。ひとつは「変革

型（transformative）」であり、もうひとつは「参

加型（participative）」である（UNESCO, 2019）。

では「国連海洋科学の10年」が提唱するプロセ

スは、従来の海洋科学とどう異なるのだろうか。

今までの科学と社会のかかわりを省みると、

社会は、科学的成果の単なる“受け手”として位

置づけられていた。しかし現実には、社会に役

立つはずの科学的知識が受け入れられず、活用

されないことも少なくなかったのである。そし

て科学者側はその原因を、社会における変化に

抵抗する既得権の存在、あるいは科学的知識へ

の理解不足に求め、よって人びとに対する一層

の“啓蒙”が必要である、という議論もまた散見

された。こうした見方は、社会の利害関係者に

知識や能力が欠けていることを前提としている

ことから“欠如モデル（De�cit Model）”とも呼ば

れる（佐藤、2016）。

さらに残念なことには、日本では従来、この

欠如モデルをふまえて、海洋を含む科学技術に

かかわる政策の導入や大規模公共事業の実施に

Transformative（変革的）海洋
科学における社会の位置づけ2
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関する意思決定を、技術官僚や研究者などのい

わゆる専門家がもっぱらおこなう、「テクノクラ

ティック（技術官僚）モデル」アプローチがとら

れてきた。そこには、科学者はいつでも確実で

厳密な答えを出し、また、科学者が出す厳密な

答えはどんな場面でも成立しうる、という暗黙

の前提があった（藤垣、2003）。しかしこのアプ

ローチには、その決定にもっとも影響を受ける

人びと（たとえば、地域住民）が意思決定に参加

する余地がほとんどない。ところが、専門家の、

客観主義・普遍主義・論理主義という三つの原

理に特徴づけられた「科学の知」は、地域に暮ら

す人々の、相互に依存しあう経験的かつ実践的

な「生活世界」（中村、1992）とは往々にして相

容れない。その結果、利害関係者間の合意を十

分に得られないままに大規模公共事業が実施さ

れたり、技術開発がおこなわれたりして、地域

の人びとの暮らしに大きな影を落とすことがし

ばしば起きている。

「国連海洋科学の10年」が求めるのは、こう

した従来のパラダイムからの転換である。すな

わち、海洋科学が社会に受け入れられない原因

を社会の側に帰するのではなく、海洋科学こそ

が現実の問題の解決に直接的に貢献できるよう

大幅に“アップグレード”される必要がある、と

いう認識にたち、Transformative Ocean Science

（変革的海洋科学）という概念を提示している。

この変革的海洋科学においては、実社会の利害

関係者が知識のユーザーとして、取り組むべき

課題の同定や研究のデザインを科学者と共に行

うとともに、研究も共に実施する。そこから生

まれる知識を即座に社会実装して、その結果を

研究内容の修正に向けフィードバックする。そ

こでは、科学的知識のみならず、地域の伝統知

や行政知など利害関係者の有する多様な知識が、

科学と社会の間を行き来しながら生産・統合さ

れる。

現実社会には文系も理系もない。また、多様

なセクターの利害が複雑に交錯している。よっ

て、上記のような過程を経て創りだされる科

学は自動的に文理融合学際研究となり、また、

SDG14「海の豊かさを守ろう」のみならず、地

域経済や飢餓、防災、教育など他のSDGsにも

同時に貢献できる「ネクサスアプローチ」となる

だろう。特に、実際に社会を変革していくため

には、海洋産業界との連携がカギである。現場

に教えてもらい、現場ととともに学び、新たな

アイデアや着想を得て、アカデミズムの内側だ

けでは生み出しえなかったイノベーションが生

まれるきっかけになるはずである。もちろんこ

れは、自分の専門的アカデミズムの内側の“安

全地帯”にとどまって研究するよりも、多くの

汗をかき恥もかく作業であろう。しかし、この

ような大きな挑戦が求められるほどに、海洋の

持続可能性は待ったなしの状態にある、という

認識が必要ではないだろうか（牧野、2020）。

「国連海洋科学の10年」における変革的海洋

科学の追求を支えるのは、もうひとつのキーワー

関係者の参加プロセスにおける
「社会的な学び」の重要性3
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ドである「参加型」プロセスである。専門家だけ

でなく、実社会の多様な立場の人びとが海の課

題にともに取り組む参加型プロセスでは、相互

に学習し、またコミュニケーションをとりあう

ことで、おのずと「自然」科学のみならず「人文・

社会」科学を、また、いわゆる「科学の知」のみ

ならず「現場の知」や「経験の知」が包含され、

はからずも包括的な海洋科学の再構築が図られ

ることとなる。

では実際に、専門家でない人びとが、どのよ

うに海の問題に取り組むことができるのだろう

か。「国連海洋科学の10年」は、「海洋リテラ

シー」、すなわち「海洋に対する人間の影響と

人々に対する海洋の影響を理解すること」の強

化を通して、海に対する人間の影響や人びとに

対する海の影響についての理解を深めて基盤構

築に貢献するとし、とくに政策立案、公式教育、

企業行動、共同体の関与という四つの分野にお

いて海洋リテラシーの主流化を進めるという。

しかし、たとえ一人ひとりが海についての知識

を習得したとしても、その知識を社会における

実践へとつなげるには、人びとやセクターの間

をとりもつ「橋」が必要である。

この「橋」の役割を担う可能性がある活動

が、「持続的発展教育（Education for Sustainable 

Development）」、通称ESDである。持続可能性

の概念には、環境的分別、社会的衡平、経済的

効率の三つの基本理念が含まれている（サック

ス、1994）。そこでESDには、貧困や平和など、

環境教育に留まらない、SDGsが示す様々な分

野が複合的に想定される。またESDは、誰かが

「教える」教育ではなく、人びとの対等な関係の

上に成り立つ「学び合い」である。したがって、

良好な自然環境と生物資源の再循環を維持した

り、民主的で相互に信頼しあえる社会をつくっ

たり、利益を地域内循環させるような経済活動

を営んだりする、持続可能な地域の実現を目指

す実践においてこそ、ESDはその本領を発揮す

る（川辺・河野、2019）。

ESDが海洋科学と社会とをつなぐ役割を果た

すために最も重要なことは、そのプロセスが「社

会的な学び（social learning）」、すなわち「多様

な主体が協働することで、当初に計画された以

上のあらたな何かが発見され、行動が変わり、

さらに前進していくもの」（プレティ、2002）と

なることである。「社会的な学び」は、自然資源

管理において発達した概念だが、学習理論的に

は経験学習サイクルの高次の学習と理解されて

いる。すなわち、私たちは問題を解決しようと

して行動し、うまくいかなければ行動パターン

を変えてみる（単一ループ学習）。もし行動の変

化によっても問題が解決できなければ、その前

提である意図を見直したり（二重ループ学習）、

規範となる枠組みを見直したりする（三重ルー

プ学習）。このときの、話し合いをとおして、

あらたな前提や規範を再構築しながら、問題解

決をはかろうとする順応的かつ民主的な修正の

プロセスが、社会的な学びの本質である。その

定義はさまざまあるものの、「心を開いたコミュ

ニケーション、進化していく思考、他者との協

働における問題解決」（White et al., 2005）を共

通の特徴とする。そこには「知識は共同的関係
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の産物」（ガーゲン2004）と考える社会構成主義

が内包されている（川辺、2017）。

「国連海洋科学の10年」が海洋科学の「社会

化」を促す背景には、人類の持続的発展には海

の恵みが不可欠であること、にもかかわらず海

の資源環境が人間活動の影響によって劣化し

ていること、そして海にはいまも謎が多く「わ

からないことにはなんともできない」ことと

いった、反省と謙虚な認識がある（UNESCO 

2020）。「国連海洋科学の10年」の開始に臨み、

海という人知を超えた自然に対する畏敬の念と、

ともに地球に生きる他者への敬意をもって、海

のさまざまな問題―たとえば、世界各地で起き

ている内湾底層の貧酸素化や、気候変動に起因

する資源環境の変化など―について語り合い、

学び合う場が広がることに期待したい。
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